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2 組織構造の 3 次元
かつて組織構造の研究が盛んに行われたが，組織構造の包括的次元は 3 つに集約することが
できるということで現在のところ研究者間では一致を見ている (Hall， 1996; 野中ほか， 1978) 。
それらは，複雑性 (complexity) ，公式化 (formalization) ，集権化 (centralization) である (Hage，
1965; Hall, 1996; 野中ほか， 1978) 。
先ず複雑性という概念の要素は，水平分化 (horizontal differentiation) ，垂直分化 (vertical
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or hierarchical differentiation) ，地理的分散 (spatial dispersion) の 3 つである (Hall， 1996) 。
水平分化は専門分化と作業分割の二つに分けられ (Hall， 1996) ，専門分化の測定尺度としては
職種(あるいは仕事)の数 (Hage， 1965; Hall, 1996) ，訓練期間の長さ (Hage， 1965) が用い
られてきた。そして垂直分化の程度を知る測定尺度としては，階層が何段階あるかが用いられ
てきた (Hall， 1996) が，この測定尺度は権威が階級に応じて配分されているという前提を要す
る (Hall， 1996) 。さらに地理的分散の測定尺度としては，組織が持つ事務所や工場の数 (Hall，
1996) あるいは本社から離れて働く人数 (Hall， 1996) が尺度として用いられてきた。
次に公式化とは組織における規則化の程度と規則の重要性を指す次元であり，測定尺度は，
課業の規則化の程度(job codification) と，規則の遵守度 (rule observation) の二つである
(Hage and Aiken, 1967; 野中ほか， 1978; Hall, 1996) 。
そして集権化は組織の中の権力の分布に関連し (Hall， 1996) ，社会的地位の間への権力の分
布を示す次元である (Hage and Aiken, 1967; 野中ほか， 1978) 。集権化の測定尺度は，共通意















































データを行列と重み付き有向グラフの形で表現している。例えば観察第18 日目の状況は表 1 と
図 1 のようになる。
通常のネットワーク分析においては，ネットワーク中心性の高い成員が大きな権力を有して
いると考えられ，有向グラフ形式では矢印が集中するように表現される。 Allen (1977) では，
( 3 ) ネットワークのノードの中心性を計測する基準は，ノードの持つ紐帯の数，ノード聞の距離，
ノードの持つ媒介性の三種類有る(安田， 1997) が，藤本(1998) ではノードの持つ紐帯の数を
用いている。
( 4 ) ネットワークのノードの中心性を計測する基準に，ノードの持つ紐帯の数を採用した場合，ネ
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表 1 コミュニケーション構造を表す行列の例
EJι Z 信 者
U A Yg Yu M T N 
U ¥ 6 。 9 2 。 I 。
発 A 1 ¥ 
。 4 I 。 。 。
Yg 。 。 ¥ 。 。 。 。 。
信 Yu 9 4 
。 ¥ 16 10 。 。
M 3 。 。 3 ¥ 2 。 。
者
。 。 。 14 3 ¥ 。 1 
T 。 。 。 。 。 2 ¥ 。
N 2 。 。 。 。 。 1 ¥ 
受合計 15 10 。 30 22 14 2 I 
出勤: U. A. Yu. M. 1. T. N 
出張:なし
欠勤: Yg 
























(藤本 (1998) 図 4 -18 (観察第18 日目)より作成)
ットワークの中での接触数が多ければ多いほど中心性が高い(安田， 1997) と考えることになる。
( 5 ) 有向グラフの場合，入次数か出次数のどちらか一方を採用すること，双方を合わせた数を採用
























放射線科医によってなされた意思決定の個数を全体数で除した値は，理論的には O から 1 ま
での範囲を取る。そしてその値が 1 に近づくほどより集権的であり，逆に O に近づくほどより
分権的であるといえる。二カ所の病院，郊外病院(原文では Suburban) と都心病院(同 Urban)
毎に分けて，観察日毎に計算された値がグラフに表現されている (Barley， 1986, Figure 3.) 。こ




その先の統計的な処理が可能になることが特長である。実際 Barley (1986) では回帰モデルの
推定が行われている。なお，この事例では権限の階層が 2 段階だけなので比率の計算は容易で






















例えば Barley (1986) において提出されている組織スクリプトは，求められない認可 (un­
sought validation) ，予期的質問 (anticipatory questioning) ，選好言明 (preference stating) , 
内密教授 (clandestine teaching) ，役割逆転 (rolereversals) ，技師非難 (blamingthe technoloｭ
gist) ，指示付与 (direction giving) ，取消命令 (countermands) ，統制強奪 (usurping 出e con・
trols) ，指示伺い (direction 田eking) ，予期せぬ批判 (unexpected criticisms) ，非難質問 (ac­






また Pentland (1992) においては組織ルーチンを構成する要素としての organizing moves 
(仮に組織化の活動素としよう)を取り上げているが，その中には，手短な質問 (quick quesｭ



























































o 2:3456789 2222222 
()()OO()O()()OO 2345078HO 23450 
o () () 0 0 () () 0 0 () () () () 0 () () 0 
観察開始日からの経過日数
*80 目白から 145 日目の聞にデータがないのは，
フィールドワークが実施されなかった期間を表している。
図 2 郊外病院と都心病院で放射線科医によってなされた業務上の意思決定の割合*
(Barley (1986) Figure 3 より引用者作成。)
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